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(百万円未満切捨て)

１．平成28年３月期第２四半期の連結業績（平成27年４月１日～平成27年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年３月期第２四半期 61,905 11.8 9,917 70.6 11,355 58.7 5,357 20.3

27年３月期第２四半期 55,379 △10.3 5,811 △11.2 7,155 △6.4 4,455 19.7

(注) 包括利益 28年３月期第２四半期 8,035百万円 (16.8％) 27年３月期第２四半期 6,879百万円 (△4.0％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

28年３月期第２四半期 42.42 ―

27年３月期第２四半期 35.27 ―
　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

28年３月期第２四半期 242,231 161,288 54.3

27年３月期 234,405 154,148 54.0

(参考) 自己資本 28年３月期第２四半期131,638百万円 　27年３月期126,485百万円
　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

27年３月期 ― 3.00 ― 4.00 7.00

28年３月期 ― 3.00

28年３月期(予想) ― 3.00 6.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　 平成27年３月期 期末配当４円00銭には、特別配当１円00銭が含まれております。

　

３．平成28年３月期の連結業績予想（平成27年４月１日～平成28年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 116,800 4.0 14,500 31.2 16,500 25.4 8,200 22.5 64.93
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
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※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

　 新規 社 (社名) 、除外 社 (社名)

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細は、添付資料４ページ「サマリー情報（注記事項）に関する事項 会計方針の変更・会計上の見積り変

更・修正再表示」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 28年３月期２Ｑ 147,689,096株 27年３月期 147,689,096株

② 期末自己株式数 28年３月期２Ｑ 21,398,981株 27年３月期 21,395,330株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 28年３月期２Ｑ 126,291,825株 27年３月期２Ｑ 126,307,768株

　

　

　

　

　

　

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

　この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、四半期連結財務諸表に対する四半期レビュー手続が実施中です。

　

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料３ページ「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、輸出入の弱含み等による一部の鈍い動きもみられますが、個

人消費の底堅さに加え、企業収益に改善がみられるなど、緩やかな回復傾向が続いております。一方で、米国の金

融緩和縮小による影響、欧州や中国及びその他新興国経済の先行きが懸念されるなど、先行き不透明な状況で推移

しました。

このような状況のなかで当社グループは、映像関連事業におきましては、映像３部門（映画製作配給業・ビデオ

事業・テレビ事業）の連携強化や興行関連事業・催事関連事業の積極展開等によって収益の拡大をはかるとともに、

観光不動産事業・その他事業の各部門におきましても厳しい事業環境に対応して堅実な営業施策の遂行に努めまし

た。

その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は619億５百万円(前年同四半期比11.8％増)、経常利益は113億５

千５百万円(前年同四半期比58.7％増）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は53億５千７百万円(前年同四

半期比20.3％増)となりました。

次に各セグメント別の概況をご報告申し上げます。

なお、セグメント損益は、営業利益ベースの数値であります。

① 映像関連事業部門

映画製作配給業では、提携製作作品等18本を配給し、「劇場版ドラゴンボールＺ 復活の「Ｆ」」が大ヒットした

のに加え、「劇場版 仮面ライダードライブ サプライズ・フューチャー／手裏剣戦隊ニンニンジャー THE MOVIE

恐竜殿さまアッパレ忍法帖！」が好調な成績を収めました。また、前連結会計年度における公開作品のうち「ス

ーパーヒーロー大戦ＧＰ 仮面ライダー３号」(３月21日公開)及び「映画プリキュアオールスターズ 春のカーニ

バル♪」(３月14日公開)も堅調に推移いたしました。

ビデオ事業では、主力の劇場用映画のＤＶＤ作品に加えて、テレビ映画のＤＶＤ作品を販売いたしました。

テレビ事業では「刑事７人」「最強のふたり」等を制作して作品内容の充実と受注本数の確保に努め、キャラク

ターの商品化権営業が堅調に推移しました。

そのほか、劇場用映画等の地上波放映権及びビデオ化権等を販売し、アニメ関連では国内外で「ドラゴンボー

ル」シリーズの関連商品が好調に推移しました。

以上により、当部門の売上高は385億７千７百万円（前年同四半期比11.4％増）、営業利益は72億３千７百万円

（前年同四半期比111.9％増）となりました。

② 興行関連事業部門

映画興行業では、㈱ティ・ジョイ運営のシネコンが堅調に稼働し、194スクリーン体制（東映㈱直営館４スクリ

ーン含む）で展開しております。

以上により、当部門の売上高は99億１百万円(前年同四半期比3.9％増)、営業利益は11億３千３百万円(前年同

四半期比4.4％増)となりました。

③ 催事関連事業部門

催事事業では、「特別展 建築家・ガウディ×漫画家・井上雄彦 ―シンクロする創造の源泉」や「ＭＯＯＭＩ

Ｎ！ムーミン展」、人気キャラクターショーなど各種イベントの提供を行うとともに、映画関連商品の販売など積

極的な営業活動を展開いたしました。また、東映太秦映画村も引き続き好調に推移しました。

以上により、当部門の売上高は53億８百万円(前年同四半期比5.9％減)、営業利益は10億５千２百万円(前年同

四半期比11.3％減)となりました。

④ 観光不動産事業部門

不動産賃貸業では、「プラッツ大泉」「オズ スタジオ シティ」「新宿三丁目イーストビル」「渋谷東映プラザ」

「仙台東映プラザ」「広島東映プラザ」等の賃貸施設が堅調に稼働いたしました。ホテル業においては、回復傾向

にある需要に伴う集客競争と消費者の節約志向による価格競争の激化の影響により、業界環境は依然として厳し

い状況にありましたが、各ホテルとも収益の確保に向けて積極的な営業活動を展開いたしました。

以上により、当部門の売上高は30億６百万円(前年同四半期比0.4％増)、営業利益は12億１千８百万円(前年同

四半期比5.2％増)となりました。
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⑤ その他の事業部門

その他の事業では、先行き不透明な厳しい情勢のさなか、建築内装工事の請負等の営業活動を展開いたしまし

た。

その結果、売上高は51億１千２百万円(前年同四半期比96.9％増)、営業利益は２億３千万円(前年同四半期比

138.9％増)となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第２四半期連結会計期間における総資産は、2,422億３千１百万円となり、前連結会計年度末に比べ78億２千５

百万円増加しました。これは主に、現金及び預金が50億５千２百万円、仕掛品が26億３千５百万円、投資有価証券

が17億５千５百万円増加し、受取手形及び売掛金が13億５千９百万円減少したことによるものであります。

当第２四半期連結会計期間における負債の部は、809億４千２百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億８千５

百万円増加しました。これは主に、支払手形及び買掛金が12億８千９百万円、未払法人税等が11億２千万円増加し、

長期借入金が19億２千３百万円減少したことによるものであります。

当第２四半期連結会計期間における純資産の部は、1,612億８千８百万円となり、前連結会計年度末に比べ71億４

千万円増加しました。これは主に、利益剰余金が48億８千５百万円、非支配株主持分が19億８千７百万円増加した

ことによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成28年３月期の業績予想につきましては、平成27年11月12日発表の「業績予想の修正に関するお知らせ」で発

表いたしました通り変更しております。なお、実際の業績は、当社グループの事業を取り巻く経済環境、市場動向

様々な要因により、記述されている業績見通しとは大きく異なる結果となり得ることをご承知おきください。
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

　会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　（会計方針の変更）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、「連

結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、第

１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金

として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、

第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額

の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、

四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更

を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表

の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び事業

分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来

にわたって適用しております。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 32,024 37,077

受取手形及び売掛金 15,603 14,244

商品及び製品 671 815

仕掛品 6,036 8,672

原材料及び貯蔵品 622 411

その他 4,929 4,513

貸倒引当金 △146 △206

流動資産合計 59,742 65,529

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 36,166 35,320

土地 44,501 44,432

その他（純額） 2,945 2,782

有形固定資産合計 83,613 82,535

無形固定資産 991 1,160

投資その他の資産

投資有価証券 78,040 79,796

その他 12,300 13,412

貸倒引当金 △283 △203

投資その他の資産合計 90,057 93,005

固定資産合計 174,662 176,701

資産合計 234,405 242,231

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 18,260 19,550

短期借入金 200 425

1年内返済予定の長期借入金 4,120 3,810

未払法人税等 2,091 3,211

賞与引当金 958 971

その他 9,633 10,024

流動負債合計 35,264 37,993

固定負債

社債 6,000 6,000

長期借入金 14,394 12,471

役員退職慰労引当金 1,062 1,061

退職給付に係る負債 5,057 5,194

その他 18,477 18,221

固定負債合計 44,992 42,949

負債合計 80,256 80,942
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 11,707 11,707

資本剰余金 21,742 21,742

利益剰余金 81,228 86,114

自己株式 △7,451 △7,454

株主資本合計 107,226 112,109

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 9,042 9,408

繰延ヘッジ損益 594 588

土地再評価差額金 9,231 9,208

為替換算調整勘定 204 207

退職給付に係る調整累計額 185 116

その他の包括利益累計額合計 19,259 19,529

非支配株主持分 27,662 29,650

純資産合計 154,148 161,288

負債純資産合計 234,405 242,231
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 55,379 61,905

売上原価 36,497 39,279

売上総利益 18,881 22,625

販売費及び一般管理費

人件費 5,064 5,173

広告宣伝費 895 724

賞与引当金繰入額 696 717

退職給付費用 356 168

減価償却費 944 630

その他 5,112 5,292

販売費及び一般管理費合計 13,069 12,708

営業利益 5,811 9,917

営業外収益

受取配当金 355 421

持分法による投資利益 1,009 982

その他 209 221

営業外収益合計 1,574 1,624

営業外費用

支払利息 187 143

その他 43 43

営業外費用合計 231 186

経常利益 7,155 11,355

特別利益

持分変動利益 879 -

固定資産売却益 13 0

特別利益合計 893 0

特別損失

建物解体費用 - 220

固定資産除却損 49 9

その他 6 5

特別損失合計 56 234

税金等調整前四半期純利益 7,991 11,120

法人税、住民税及び事業税 2,269 3,128

法人税等調整額 97 188

法人税等合計 2,367 3,316

四半期純利益 5,624 7,804

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,169 2,446

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,455 5,357
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

四半期純利益 5,624 7,804

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 917 542

為替換算調整勘定 △103 4

土地再評価差額金 - 20

退職給付に係る調整額 81 △85

持分法適用会社に対する持分相当額 359 △251

その他の包括利益合計 1,255 231

四半期包括利益 6,879 8,035

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,750 5,671

非支配株主に係る四半期包括利益 1,129 2,363
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 7,991 11,120

減価償却費 1,882 1,585

貸倒引当金の増減額（△は減少） △74 △19

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △30 60

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △18 △156

賞与引当金の増減額（△は減少） 38 12

受取利息及び受取配当金 △392 △460

支払利息 187 143

持分法による投資損益（△は益） △1,009 △982

持分変動損益（△は益） △879 -

売上債権の増減額（△は増加） 2,180 1,434

仕入債務の増減額（△は減少） 733 1,171

たな卸資産の増減額（△は増加） △457 △2,568

預り保証金の増減額（△は減少） △304 △143

その他 1,752 874

小計 11,598 12,071

利息及び配当金の受取額 720 731

利息の支払額 △189 △144

法人税等の支払額 △2,315 △1,912

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,813 10,745

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △2,259 △5,868

定期預金の払戻による収入 56 4,065

有形固定資産の取得による支出 △819 △352

無形固定資産の取得による支出 △159 △301

投資有価証券の取得による支出 △202 △532

投資有価証券の償還による収入 1,200 -

貸付けによる支出 △41 △105

貸付金の回収による収入 99 99

差入保証金の増減額（△は増加） △79 45

その他 △204 256

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,411 △2,694

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △100 225

長期借入れによる収入 - 1,000

長期借入金の返済による支出 △1,649 △3,232

リース債務の返済による支出 △268 △196

配当金の支払額 △515 △515

非支配株主への配当金の支払額 △377 △376

その他 △25 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,936 △3,099

現金及び現金同等物に係る換算差額 △86 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,377 4,949

現金及び現金同等物の期首残高 22,565 24,842

現金及び現金同等物の四半期末残高 26,943 29,792
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　 該当事項はありません。

（セグメント情報等）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

映像関連
事業

興行関連
事業

催事関連
事業

観光
不動産
事業

その他
（注）１

計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

売上高

外部顧客への売上高 34,616 9,528 5,642 2,995 2,596 55,379 ─ 55,379

セグメント間の内部売上高
又は振替高

778 70 270 483 808 2,411 △2,411 ─

計 35,394 9,598 5,912 3,479 3,405 57,790 △2,411 55,379

セグメント利益 3,415 1,085 1,186 1,158 96 6,942 △1,130 5,811

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建築工事・室内装飾請負等に関す

る事業を含んでおります。

　 ２ セグメント利益の調整額△1,130百万円には、セグメント間取引消去△116百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△1,014百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

　 ３ セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

映像関連
事業

興行関連
事業

催事関連
事業

観光
不動産
事業

その他
（注）１

計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

売上高

外部顧客への売上高 38,577 9,901 5,308 3,006 5,112 61,905 ─ 61,905

セグメント間の内部売上高
又は振替高

655 100 206 515 10 1,489 △1,489 ─

計 39,233 10,001 5,515 3,521 5,123 63,394 △1,489 61,905

セグメント利益 7,237 1,133 1,052 1,218 230 10,872 △955 9,917

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建築工事・室内装飾請負等に関す

る事業を含んでおります。

　 ２ セグメント利益の調整額△955百万円には、セグメント間取引消去△27百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△927百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費であります。

　 ３ セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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